
[有価証券及びデリバティブ取引に関する状況]

＊ 前年中間期に係る「有価証券及びデリバティブ取引に関する状況」並びに当中間期に係る「子会
　社及び関連会社株式で時価のあるもの」については、個別中間財務諸表における注記事項として
　記載している。

当中間期（平成１２年９月３０日現在）

（１）有価証券
　１．満期保有目的の債券で時価のあるもの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　（単位：百万円）

種 　　     類
連結貸借対照表
計　　上　　額

時 価     差　　　額

   国債・地方債等
   社　　　　　債
   そ 　 の 　 他

３,６６０
１,６８１
１,５７７

３,７８３
１,７１６
１,５７８

１２２
３４
－

 　合 　       計 ６,９２０ ７,０７７ １５７

　２．その他有価証券で時価のあるもの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　（単位：百万円）

種 　　     類 取 得 原 価
連結貸借対照表
計　　上　　額

差　　　額

(1)株　式 ２５,６２３ １４４,３７０ １１８,７４６
(2)債　券
   国債・地方債等
   社　　　　　債
   そ 　 の 　 他

９
９
－

９
１３
－

－
３
－

(3)その他 １,０５６ １,０３７ △　１８

 　合 　       計 ２６,６９９ １４５,４３０ １１８,７３１

 ３．時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額
　　　
　　　 その他有価証券
　　　　 株式（上場及び店頭売買株式以外の株式）　　　　　　　　　４７,３３４百万円
　　　　 出資証券　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３,１２３百万円
　　　　 中期国債ﾌｧﾝﾄﾞ、ﾏﾈｰ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ･ﾌｧﾝﾄﾞ他　 　　　   　　　　　  ６,５３７百万円

（２）デリバティブ取引に関する状況
　　　 通常業務から発生する債務のみを対象とし、将来の市場変動による損失回避に資するものに
　　 限って、為替予約取引、通貨スワップ取引及び金利スワップ取引を利用している。これらの取
     引はすべてヘッジ会計を適用しているため記載すべき事項はない。



前期（平成１２年３月３１日現在）

（１）有価証券の時価等
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　（単位：百万円）

種　　類
連結貸借対照表
計　　上　　額

時 価     評 価 損 益     

１．固 定 資 産 に
  　属 す る も の
   株　　式
     　債　  券
　　　 そ の 他

１６６，８４７
５，６２２
５１

２３９，３６８
５，７７９
２８

７２，５２０
１５７
△ ２２

　　 　小　　計 １７２，５２１ ２４５，１７７ ７２，６５６
２． 流 動 資 産 に
属 す る も の
   株　　式
   債　　券
   そ の 他

－
５０

　　　　　　　　　－

－
５０
－

－
－
－

　　　 小　　計 ５０ ５１ －

　   　合　  計 １７２，５７１ ２４５，２２８ ７２，６５６

（注）１．時価の算定方法
　　　　　(1)上場有価証券　　　　　   　   ………主に東京証券取引所の最終価格
　　　　　(2)店頭売買有価証券　 　      　 ………日本証券業協会が公表する売買価格等
　　　　　(3)気配等を有する有価証券（(1)、(2)に該当する有価証券を除く。）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　………日本証券業協会が公表する公社債店頭基準気配等
　　　　　(4)非上場の証券投資信託の受益証券………基準価格  　
　　　
　　　２．固定資産に属する株式の連結貸借対照表計上額には、持分法適用会社に対する持分法投資損益
　　　　　累計額 128,243 百万円が含まれている。
　　　　　
　　　３．時価情報開示の対象から除いた有価証券の連結貸借対照表計上額
　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　 　　 　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　固定資産に属するもの
　　　　　　　株式（上場及び店頭売買株式以外の株式）　　　 　　 １１３,０８６百万円
　　　　　　　出資証券　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　 　１３,１２３百万円
　　　　　　　その他　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ３７４百万円
　　　　　　　
　　　　　流動資産に属するもの
　　　　　　　現先運用債券、ﾏﾈｰ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ･ﾌｧﾝﾄﾞ他　　　  　  　　 　１２,７１６百万円
　　　　　　　
（２）デリバティブ取引に関する状況
　　　通常業務から発生する債務のみを対象とし、将来の市場変動による損失回避に資するものに限って、
　　為替予約取引、通貨スワップ取引及び金利スワップ取引を利用している。これらの取引のうち、「外貨
　　建取引等会計処理基準」に基づいて振当処理していない取引及び金利スワップ取引については、契約
　　額（または想定元本額）及び評価損益相当額がいずれも少額で重要性が乏しいため記載していない。


